
  

 

 

 

 

 

 

 

２０２１年度 

 

事 業 計 画 書 

収 支 予 算 書 
２０２１年 ４月 １日から 

２０２２年 ３月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益社団法人東京都不動産鑑定士協会 

                                  

この事業計画書並びに収支予算書は、2021 年 2 月 19 日にメールマガジンで案内し、会員サイト

意見聴取を行った上、2021 年 3 月 18 日の第 282 回理事会で承認されております。なお、事業計

画書並びに収支予算書は、公益法人移行後は、決議事項ではないため参考として添付させていた

だいております。 

 

 

 



２０２１年度の事業計画実施に当たっては、公益目的事業に係る収支相償、遊休資

産の上限制限に係る適正化、公益目的事業比率５０％以上という「公益財務三基準」

の適合に配慮しつつ、事務の合理化及び財政の健全化に努めるものとし、都民生活の

向上及び国土の健全かつ均衡ある発展に貢献し、土地基本法の理念に則った公的土地

評価をはじめとする土地等の適正な価格形成に資するために公益目的事業を行い、ま

た会員を対象とした相互扶助等の収益事業等を実施します。 

２０２１年度の重点項目は次のとおりです。 

・他専門士業との友好協定に基づく活発な人材交流と共同研究を通じて、具体的な業

務開発・拡充を図る。 

・未来の担い手育成として「未来育成ＰＴ」を中心に若手の活動を活発化させ、また

会員メリットを創出するために「ＴＡＲＥＡカレッジ」を展開する。 

・協会活動を費用対効果の観点から見直し、コストダウンと労力・人材の再配分、事

務局職員の業務分担見直しにより事業再構築を図る。 

公益目的事業 

 

相 談 事 業 委 員 会 （委員長・佐藤麗司朗） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

１０,１１０千円 １２，２６０千円 △２，１５０千円 

 

１.無料相談会の実施 

都民をはじめとした一般市民を対象に、不動産価格、不動産に係る権利(借地権・借家権等)の

価格、不動産の賃料(地代・家賃) 、空き家不動産の価値判断や有効活用をはじめ不動産に関す

る諸問題に関し、助言・回答を行い、相談者の問題解決に寄与することを目的とし、以下の相談

会を開設する。開催日時、相談会の内容は当士協会のホームページ・会報・チラシで周知する。 

（１）定例無料相談会の開設                 

   開催場所：当士協会事務所内 

開 催 日：毎月第１、３水曜日 午後１時～午後３時３０分 

相 談 員：不動産鑑定士 各日２名 延べ約７０名 

【予算：５７０千円】 

（２）街頭無料相談会 

①春の街頭無料相談会の開設             

開催場所：都内の公共施設等の３会場 

開催時期：４月上旬～下旬 

相 談 員：不動産鑑定士 約５５名 

【予算：２，６９０千円】 

 

 



②秋の街頭無料相談会の開設           

開催場所：都内の公共施設等の３会場 

開催時期：１０月上旬～下旬 

相 談 員：不動産鑑定士 約５５名 

【予算：２，４８０千円】 

（３）団体合同無料相談会への相談員派遣 

①多士業合同地域よろず無料相談会への相談員派遣   

専門士業団体の資格者を相談員として、杉並区、港区、北区、豊島区、板橋区、

渋谷区、足立区、台東区、武蔵野市、府中市、町田市等において開催される無料

相談会に相談員を派遣する。 

相 談 員：不動産鑑定士 約９０名 

②１０士業「暮らしと事業のよろず相談会」への相談員派遣 

   １０士業各会（公益社団法人東京都不動産鑑定士協会、（東京・第一・第二）弁

護士会、東京税理士会、東京司法書士会、日本公認会計士協会東京会、東京都行

政書士会、日本弁理士会関東会、東京都社会保険労務士会、東京土地家屋調査士

会、一般社団法人東京都中小企業診断士協会）が合同で、都民の方々を対象に無

料相談を実施。併せて、各会の制度及び事業の普及・啓発を行う。 

開催時期：１０月～１１月（令和３年は会場予約の都合により、９月開催予定） 

開催場所：新宿駅西口イベントコーナー 

相 談 員：不動産鑑定士 約１０名 

【予算：２，４７０千円】 

（４）市役所における定例無料相談会     

開催場所：豊島区、稲城市、八王子市の市区庁舎内 

対 象 者：当該市区の住民の方々  

   開 催 日：八王子市 毎月第４火曜日午後（事前予約制） 

         稲城市  毎月第４水曜日午後（事前予約制） 

        豊島区  毎月１～３回午後 

相 談 員：不動産鑑定士 各日１名／月１～２回 年１２回  

 【予算：２７０千円】 

（５）東京商工会議所内での無料相談      

開催場所：東京商工会議所内に開設している相談コーナー 

対 象 者：都内商工業経営者 

開 催 日：毎月第２、４木曜日 午後 1時～午後４時 

相 談 員：不動産鑑定士 各日１名／月２回 年２４回 

 【予算：１２０千円】 

２.災害時における支援等に関する事業 

（１）大規模災害に対応するための支援活動の充実 

災害復興まちづくり支援機構の正会員団体として、災害復興まちづくり支援機

構の事務局会議、運営委員会、実行委員会、研究会に委員を派遣する等の活動に



参加する。  

【予算：３００千円】 

（２）災害時における支援等に関する事業 

①不動産鑑定評価の専門家である不動産鑑定士が、災害が起こった際に、不動産 

鑑定士としての知識・経験を社会に対して還元する公益的活動として、被災自治

体に協力して住家被害認定調査等を実施することにより被災地支援等の社会活

動を行うことを目的とする事業。 

・被災自治体の行う住家被害認定調査の応援。 

・罹災証明書の交付に関する市区町村民からの相談に係る行政の補助業務。 

・被災自治体が他の地方自治体からの職員の派遣を受けて住家被害認定調査を 

実施することとなった場合、派遣されてきた職員に対して実施する研修の補助 

その他各種アドバイス等（被災者台帳構築のためのアドバイス、住家被害認定 

調査に関する全般的なマネジメントの補助）。 

なお、支援活動を行うために住家及び非住家被害認定調査等に関する実証的

研究として、罹災証明書発行に必要な住家及び非住家の被害認定調査等に関し、

被災地支援活動から得られた経験や資料を基に、関係省庁及び関係団体、学術

研究者等よりヒアリングを実施し、研究を行う。首都直下型地震等の大規模災

害に備え、知識を蓄積することを目的とし、研究成果は、不動産鑑定士及び一

般に提供する。 

②住家被害認定調査等に関連する研修会 

東京都との協定による平常時の訓練及び被災時に市区町村に派遣するため 

の調査員を育成するため、会員への研修を実施する。     

③災害に備えた訓練、相談会、勉強会等の開催 

東京都並びに東京都内の市区町村の要請に応じ災害時の訓練、準備会に参加 

し専門家としての相談、勉強会を行う。    

        【予算：１，２１０千円】 

 

広 報 委 員 会 （委員長・樫野匡彦） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

５，８８０千円 ６，０３０千円    △１５０千円 

 

１．講演会の開催 

都民及び一般市民に対して地価及び都市、不動産問題に関する深い知識、教養を提供するこ

とを目的とし、「都市と不動産を考える」をテーマに、東京都基準地価格の公表に合わせ東京都

と共催し開催。当士協会のホームページ及びチラシで公募する。 

講師は当士協会の地価調査委員会委員長及び外部講師(大学教授、学識経験者、文化人)。地価

調査委員会委員長が東京都地価調査価格に基づき東京都の地価の現状を分析、結果を講演し、外

部講師が都市、不動産等に関する学術的な講演を行う。 



開催時期：１０月中旬 

開催方法：オンラインによる配信 

テーマ・講師： 

「令和３年東京都地価調査のあらましについて」 

地価調査委員長（東京都地価調査区部代表幹事） 

「都市、不動産等に関する学術的なテーマ（未定）」 

大学教授、学識経験者、文化人等（未定）       

【予算：１，４６０千円】 

２．会報の発行 

  定期的に作成する会報誌「かんてい・ＴＯＫＹＯ」に都民及び一般市民を対象とした不動産

関連の論文及び不動産関連の情報を掲載し、不動産に関する知識の啓蒙活動を目的として、東

京都関係部署、東京都各市区町村、国土交通省関係部署、東京弁護士会等友好団体、図書館へ

無料配布する。 

発行月 １月・７月  発行部数 各７００部  

【予算：１，０３０千円】 

３．広報活動 

①ホームページによる広報活動 

   ホームページの充実・改善を図り、鑑定評価制度・当士協会の公益活動情報・

不動産関連資料を当士協会ホームページで提供する。 

【予算：１，４００千円】 

②広告媒体による広報活動 

   広報媒体により、都民に対し不動産鑑定評価制度の普及・啓発を行う。 

【予算：１，０００千円】 

４．不動産教室の開催 

 小学校等の教育機関に対して、不動産の基礎知識等についての授業を実施する。 

【予算：９９０千円】 

 

研 究 研 修 委 員 会 （委員長・金井浩之） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

２，５００千円 ３，８００千円 △１，３００千円 

 

１．不動産鑑定評価等に関する実証的研究 

不動産鑑定評価、不動産経済価値の分析、不動産市場の分析等、不動産全般にかかわる問題 

を対象として研究テーマを定めて、内外の資源を活用して技術開発、研究開発を行う。不動産鑑

定評価に関する技術の開発・実証的研究及び不動産に係る学術的研究の深化・発展に資すること

を目的とし、以下の研究を実施。研究成果は、学会での発表や論文として当士協会ホームページ

等において公表する。 

 



①「地代の実証的分析」 

不動産鑑定士が、地代に関する実証的な調査・研究を行う。 

 ②「不動産市況調査（ＤＩ調査）」 

   年２回、不動産の市況調査を実施し、東京地域のマーケット環境の調査を行う。 

 ③国土交通省が開発・整備を進めている不動産価格指数に関する調査・研究に積

極的に参加・協力する。 

  【予算：１，４７０千円】 

２．大学等教育機関等への寄付講座・セミナー等（講座、セミナー、育成） 

都内の大学等の教育機関に対し、不動産に関する講座等を提供し、学生に広く不

動産鑑定士の業務及び社会的役割に対する理解と信頼を高めるとともに、不動産に

関する深い知識、教養を提供することにより、卒業後の社会活動に当該知識等が寄

与することを目的とする。 

                           【予算：１，０３０千円】 

 

地価調査委員 会 （委員長・浜田哲司） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

９８,６１０千円 ９８，７０５千円 △９５千円 

 

１．地価動向資料の提供 

地価公示等における資料収集及び地価動向の把握の一助とすべく、アットホーム

㈱、東京証券取引所上場企業の固定資産譲渡情報（ＴＤｎｅｔ）、月刊「落札ニュー

ス」を地価公示分科会に提供するとともに閲覧室に配架する。また、地価公示分科

会及び幹事会等の運営を支援する。 

【予算：３１０千円】 

２．新スキームにおける資料の収集・整理 

国土交通省が実施する不動産取引価格情報提供制度に基づき、地価公示鑑定評価

員が不動産取引価格についての調査を行う業務に関して支援を行う。不動産取引価

格情報提供制度は「規制改革・民間開放推進３か年計画の閣議決定」の「現行（地

価公示）制度の枠組みを活用した取引価格等の調査、これに基づく不動産取引価格

情報の開示」に基づく制度であり、国民の誰もが安心して不動産取引を行えるよう

に、多くの取引価格情報を集計し、国土交通省のウェブサイト「土地総合情報シス

テム」で検索、提供していく国の制度。国の出先機関や都内の区市町村に対し、「不

動産取引のアンケート調査」を行う。 

【予算：７０千円】 

 

 

 

 



３．監視区域地価調査を実施するための業務の受託・支援 

国土利用計画法第２７条の６に定める「監視区域」（小笠原村）の地価調査を実施

のための業務を東京都都市整備局より受託。監視区域制度の円滑で的確な運用を行

うことを支援。東京都の基準地の評価員である不動産鑑定士の協力を得て実施する。 

【予算：４９０千円】 

４．令和２年東京都地価調査基準地の不動産鑑定評価を実施するための業務の受託 

国土利用計画法施行令第９条第１項に定める基準地の不動産鑑定評価を実施す

るための業務を東京都から受託し、鑑定評価業務の適正で円滑な運営を行う。適正な土地価

格の指標を国民に提供する当調査は、基準地価格間の適正な均衡が不可欠である。

適正な価格均衡の検討は市区町村等をまとめた分科会組織で行われるが、当士協会

の地価調査委員会は、分科会組織に対し、不動産情報の提供を行うと共に、評価上

の問題点等の対応を行う。また、南関東の価格バランス及び地価動向を検討する会

議である地方代表幹事会を公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会等と協力し

て開催し、業務支援を行う。また、統合版システムの改修も含め、地価調査実施上

の課題について検討する。 

【予算：９７，７４０千円】 

 

公的土地評価委員会 （委員長・大和田公一） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

２２３，０８０千円 ２２３，３７０千円    △２９０千円 

 

１．要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付事業不動産鑑定評価を実施するための

業務の受託・支援 

  厚生労働省が管轄する生活保護制度の補完制度である「要保護世帯向け不動産担保型生活資

金貸付制度」に係る不動産鑑定評価を実施するための業務であり、社会福祉法人東京都社会

福祉協議会より受託。当士協会は、不動産鑑定評価書の書式の整備及び不動産鑑定評価書

の内容の点検について社会福祉法人東京都社会福祉協議会に業務支援を行う。 

【予算：１５，２４０千円】 

２．令和３基準年度固定資産標準宅地の不動産鑑定評価業務（時点修正等）を実施

するための業務の受託 

「固定資産評価基準」(総務省告示)第１２節の一に定める標準宅地の鑑定評価及

び時点修正を実施するための業務であり、東京都主税局、東京都の各市町村から当

該業務を受託している。固定資産税及び都市計画税の課税額の基本となる固定資産

の標準宅地の鑑定評価は課税の公平性・公正性が確保される必要があり、地価公示

価格を頂点とした公的土地評価間の相互の均衡と適正化が図られる必要がある。当

士協会は、市区町村等をまとめた分科会(地域ブロック会)を基礎として、適正な価

格均衡の検討を行う等、分科会組織への資料の提供を含めた業務支援を行う。 

【予算：２０７，８４０千円】 



情報安全活用委員会 （委員長・古家一郎） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

２１，２５０千円 ２１，６４０千円 △３９０千円 

 

１．閲覧室の運営 

  不動産の鑑定評価及び不動産に係る一般資料(書籍・研究成果物・論文・出版物・都市計画

図等)を調査、収集して閲覧室に整備、保管し、都民及び一般市民の閲覧に供する。 

また、不動産取引価格情報提供制度による事例資料の閲覧業務等を公益社団法

人日本不動産鑑定士協会連合会より受託し、資料閲覧認定講習会を受講した不動

産鑑定士を対象に東京都内の事例情報を提供する。 

なお、新型コロナウィルス感染症拡大防止の観点から、状況により閲覧室を一

時停止し、「緊急時対応閲覧サポートシステム」により事例情報を提供する。 

【予算：１６，７２０千円】 

２．インターネットによる事例情報等の提供並びに独自事例資料等の収集、整備 

  不動産鑑定評価に必要とされる事例資料等を調査、収集して整備、保管し、公益社団法人日

本不動産鑑定士協会連合会が定める資料閲覧認定講習会を受講した不動産鑑定士

を対象にインターネット等により情報を提供する。 

  独自資料として、①公開された不動産の取引情報等に基づく事例資料、②上場会

社等の固定資産譲渡取得・Ｊリート情報の資料、③借地権の係る競売情報の資料を

収集、④国有財産の売却情報の資料を整備、提供する。 

  地図システムとして地番検索、公図の確認に有用な「ちばんＭＡＰ」を提供する。 

    【予算：４，５３０千円】 

 

鑑定評価類似行為防止委員会（委員長・清原昭範） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

５０千円    ５０千円 ０ 

 

  不動産鑑定士及び不動産鑑定士補並びに不動産鑑定業者でない者による不動産の

鑑定評価の類似行為もしくはこれを誘発するおそれのある行為 (不動産鑑定評価類

似行為)  の防止を目的として以下の活動を行う。 

１．広報活動を通じて、不動産鑑定評価類似行為防止に関する他団体及び一般国民に

対する啓蒙活動を行う。 

２．不動産鑑定評価類似行為に関する情報収集を行い類似行為に関する具体的な対応

を行う。 

３．必要に応じて連合会鑑定評価類似行為防止特別委員会と協力して対応を行う。 

【予算：５０千円】 

  



収益事業等事業（相互扶助等事業） 

（会員を対象とした事業） 

 

業 務 推 進 委 員 会 （委員長・嶋田幸弘） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

２２０千円 ２２０千円 ０ 

 

１.既存住宅市場活性化への貢献 

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会が推進する住宅ファイル制度の実現

に向けて、検証作業や他団体との連携を実施する。 

【予算：１００千円】 

２．隣接・周辺業界との連携 

公益社団法人東京都宅地建物取引業協会並びに公益社団法人全日本不動産協会

東京都本部と、共同事業・研究等に関する協定書の締結を基に具体的な事業を検討、

実施する。第一東京弁護士会との勉強会、交流会を継続実施する。また、他の委員

会と協力のもと東京都行政書士会、日本弁理士会関東会、東京司法書士会、一般社

団法人東京建築士会、一般社団法人東京都中小企業診断士協会等との連携を図る。 

【予算：１００千円】 

３. 業務拡充に関する調査 

 公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会が示す「不動産鑑定業将来ビジョン

研究会報告書」を基に３Ａ(Ａppraisal、Ａnalysis、Ａdvisory)、特にＡnalysis、

Ａdvisory分野において現状ニーズとのマッチング、業務実態等を調査する。 

【予算：１０千円】 

４．業務適正化の検討 

  不動産鑑定士及び不動産鑑定業者の業務の適正なあり方について検討するとと

もに業務実態を調査し、業務適正化に向けた手段と方法を検討する。 

【予算：１０千円】 

 

広 報 委 員 会 （委員長・樫野匡彦） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

２，３００千円 ２，３００千円 ０ 

 

１．会報の発行 

  不動産鑑定に関連する内容、当士協会の業務状況を案内する会報誌を年２回発行

し、会員に配布する。 



発行月 １月・７月 発行部数各１，９００部 

【予算：２，３００千円】 

 

研 究 研 修 委 員 会 （委員長・金井浩之） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

１，９００千円 ２，２４０千円 △３４０千円 

 

１．実務相談 

会員を対象に鑑定評価の実務上の相談に応じる。 

【予算：３０千円】 

２．研修会の開催 

会員の要望を反映させるべく時宜を得たテーマを選定し、研修会を実施。 

【予算：１，８３０千円】 

３．見学会の開催 

会員の要望を反映させるべく時宜を得た場所を選定し、見学会を実施。 

【予算：４０千円】 

 

公的土地評価委員会 （委員長・大和田公一） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

３７，６２０千円 ２９，３１０千円 ８，３１０千円 

 

１．売却予定都有地の鑑定評価業務を実施するための業務の受託 

  東京都財務局より、当該業務を受託し、発注、納品等の事務手続きを行う。 

【予算：５，２７０千円】 

２．警視庁建物賃料等の鑑定評価業務を実施するための業務の受託 

警視庁より、当該業務を受託し、発注、納品等の事務手続きを行う。 

【予算：３，８１０千円】 

３．東京都港湾局所管案件の鑑定評価業務を実施するための業務の受託 

  東京都港湾局より、当該業務を受託し、発注、納品等の事務手続きを行う。 

【予算：２８，５４０千円】 

 

総 務 財 務 委 員 会 （委員長・北川 憲） 

 

２０２１年度予算案 ２０２０年度予算 差   異 

１，０８０千円 １，９１０千円 △８３０千円 

 



会員に対して次のサービスを提供する。 

１．慶弔制度、表彰制度 

 「会員慶弔規程」「会員表彰規程」に基づき、会員の福利厚生を図る。 

【予算：６２０千円】 

２．親睦行事の開催 

 囲碁大会、ジョギング大会等を企画し、会員相互の親睦を図る。 

【予算：２９０千円】 

３．会議室の貸し出し 

 地価公示分科会等に対し、会議室の貸し出しを行う。 

【予算：１７０千円】 



(単位:円)
２０２１年度
(予算案)

２０２０年度
(決算見込)

２０２０年度
(予  算)

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

（1）経常収益

受取入会金 4,200,000 4,200,000 4,500,000

受取入会金 4,200,000 4,200,000 4,500,000

受取会費 125,130,000 125,080,000 126,530,000

正会員受取会費 125,000,000 125,000,000 126,000,000

特別会員受取会費 30,000 30,000 30,000

賛助会員受取会費 100,000 50,000 500,000

事業収益 383,880,000 363,987,794 376,340,000

研修会事業収益 2,850,000 1,483,000 2,760,000

事例資料事業収益 14,300,000 14,224,290 14,700,000

受託事業収益 366,560,000 348,110,504 358,680,000

頒布事業収益 170,000 170,000 200,000

雑  収  益 1,840,000 2,286,000 2,500,000

受取利息収益 20,000 20,000 50,000

雑収益 1,820,000 2,266,000 2,450,000

経常収益計 515,050,000 495,553,794 509,870,000

（2）経常費用

事 業 費 529,639,000 497,089,333 530,712,000

役員報酬 8,800,000 8,800,000 8,800,000

給与手当 51,600,000 53,836,520 55,900,000

福利厚生費 9,890,000 10,323,480 10,750,000

退職給付費用 3,384,000 3,683,230 3,728,000

臨時雇賃金 4,700,000 4,586,178 4,700,000

委員会費 6,450,000 2,530,370 6,527,000

旅費交通費 3,588,000 3,141,671 3,649,000

通信運搬費 5,833,000 4,765,713 6,134,000

消耗品費 1,971,000 2,650,785 2,129,000

印刷製本費 6,366,000 5,000,220 8,923,000

光熱水料費 892,000 867,880 945,000

賃借料 31,626,000 31,004,890 31,945,000

鑑定報酬費 351,845,000 334,608,629 344,855,000

諸謝金 9,350,000 5,362,977 9,890,000

租税公課 6,864,000 6,837,110 6,848,000

委託費 15,351,000 8,486,178 13,881,000

図書資料費 3,000,000 2,759,002 3,265,000

減価償却費 2,438,000 3,762,200 3,461,000

雑費 5,691,000 4,082,300 4,382,000

２０２１年度収支予算書【正味財産増減計算書ベース】

科　　　　　目

自　２０２１年　４月　１日

至　２０２２年　３月３１日



(単位:円)
２０２１年度
(予算案)

２０２０年度
(決算見込)

２０２０年度
(予  算)

科　　　　　目

管  理  費 35,296,000 24,692,711 35,028,000

役員報酬 2,800,000 2,520,000 2,800,000

給与手当 8,400,000 8,764,091 9,100,000

福利厚生費 1,610,000 1,680,566 1,750,000

退職給付費用 606,000 654,720 662,000

総会費 5,000,000 1,573,448 4,000,000

理事会費 200,000 50,000 200,000

委員会費 1,050,000 411,920 1,063,000

旅費交通費 1,422,000 589,931 1,441,000

通信運搬費 552,000 662,123 841,000

消耗品費 159,000 346,303 371,000

印刷製本費 134,000 247,156 377,000

光熱水料費 108,000 105,080 75,000

賃借料 3,654,000 3,649,387 3,535,000

諸謝金 2,275,000 1,864,556 2,775,000

租税公課 11,000 10,890 17,000

委託費 799,000 202,899 179,000

減価償却費 472,000 687,800 639,000

渉外費 5,000,000 200,000 4,250,000

団体関係費 400,000 50,000 400,000

雑費 644,000 421,841 553,000

経常費用計 564,935,000 521,782,044 565,740,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 49,885,000 △ 26,228,250 △ 55,870,000

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 △ 49,885,000 △ 26,228,250 △ 55,870,000

　２．経常外増減の部

（1）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

（2）経常外費用

固定資産除却額 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 49,885,000 △ 26,228,250 △ 55,870,000

一般正味財産期首残高 394,061,461 420,289,711 420,289,711

一般正味財産期末残高 344,176,461 394,061,461 364,419,711

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 344,176,461 394,061,461 364,419,711

※2020年度予算は、特別区固定資産標準宅地の不動産鑑定評価業務（時点修正等）の受託金額増等に
より補正予算を編成し、第280回理事会（令和3年1月21日開催）で承認いたしました。なお、新型コロナウィ
ルス感染症の影響に伴い事業の中止・延期等ございますが予算の減額補正はしておりません。



(単位:円)

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

（1）経常収益

受取入会金 3,449,000 489,000 262,000 0 4,200,000

受取入会金 3,449,000 489,000 262,000 0 4,200,000

受取会費 63,857,000 22,205,000 39,068,000 0 125,130,000

正会員受取会費 63,750,000 22,190,000 39,060,000 0 125,000,000

特別会員受取会費 25,000 3,000 2,000 0 30,000

賛助会員受取会費 82,000 12,000 6,000 0 100,000

事業収益 341,360,000 42,520,000 0 0 383,880,000

研修会事業収益 0 2,850,000 0 0 2,850,000

事例資料事業収益 14,300,000 0 0 0 14,300,000

受託事業収益 327,060,000 39,500,000 0 0 366,560,000

頒布事業収益 0 170,000 0 0 170,000

雑  収  益 5,000 625,000 1,210,000 0 1,840,000

受取利息収益 5,000 5,000 10,000 0 20,000

雑収益 0 620,000 1,200,000 0 1,820,000

経常収益計 408,671,000 65,839,000 40,540,000 0 515,050,000

（2）経常費用

事 業 費 463,800,000 65,839,000 0 529,639,000

役員報酬 6,930,000 1,870,000 0 8,800,000

給与手当 42,600,000 9,000,000 0 51,600,000

福利厚生費 8,050,000 1,840,000 0 9,890,000

退職給付費用 2,770,000 614,000 0 3,384,000

臨時雇賃金 4,700,000 0 0 4,700,000

委員会費 5,250,000 1,200,000 0 6,450,000

旅費交通費 3,068,000 520,000 0 3,588,000

通信運搬費 4,470,000 1,363,000 0 5,833,000

消耗品費 1,803,000 168,000 0 1,971,000

印刷製本費 4,220,000 2,146,000 0 6,366,000

光熱水料費 764,000 128,000 0 892,000

賃借料 27,120,000 4,506,000 0 31,626,000

鑑定報酬費 314,315,000 37,530,000 0 351,845,000

諸謝金 7,860,000 1,490,000 0 9,350,000

租税公課 6,028,000 836,000 0 6,864,000

委託費 14,666,000 685,000 0 15,351,000

図書資料費 3,000,000 0 0 3,000,000

減価償却費 2,001,000 437,000 0 2,438,000

雑費 4,185,000 1,506,000 0 5,691,000

２０２１年度収支予算書[正味財産増減計算書ベース]

自　２０２１年　４月　１日

　　至　２０２２年　３月３１日　　

科　　　　　目
公益目的
事業会計

収益事業
等会計

法人会計
内部取引

控除
予算合計



(単位:円)

管  理  費 35,296,000 0 35,296,000

役員報酬 2,800,000 0 2,800,000

給与手当 8,400,000 0 8,400,000

福利厚生費 1,610,000 0 1,610,000

退職給付費用 606,000 0 606,000

総会費 5,000,000 0 5,000,000

理事会費 200,000 0 200,000

委員会費 1,050,000 0 1,050,000

旅費交通費 1,422,000 0 1,422,000

通信運搬費 552,000 0 552,000

消耗品費 159,000 0 159,000

印刷製本費 134,000 0 134,000

光熱水料費 108,000 0 108,000

賃借料 3,654,000 0 3,654,000

諸謝金 2,275,000 0 2,275,000

租税公課 11,000 0 11,000

委託費 799,000 0 799,000

減価償却費 472,000 0 472,000

渉外費 5,000,000 0 5,000,000

団体関係費 400,000 0 400,000

雑費 644,000 0 644,000

経常費用計 463,800,000 65,839,000 35,296,000 0 564,935,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 55,129,000 0 5,244,000 0 △ 49,885,000

評価損益等計 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 55,129,000 0 5,244,000 0 △ 49,885,000

　２．経常外増減の部

（1）経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0

（2）経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 55,129,000 0 5,244,000 0 △ 49,885,000

一般正味財産期首残高 394,061,461

一般正味財産期末残高 344,176,461

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0

指定正味財産期首残高 0

指定正味財産期末残高 0

Ⅲ　正味財産期末残高 344,176,461

予算合計科　　　　　目
公益目的事業

会計
収益事業等会

計
法人会計

内部取引
控除



　　　（１）資金調達の見込について

○当期中における借入の予定はありません。

　　　（２）設備投資の見込について

○事務局支援システムのソフトウェア開発 ２０，０００千円

以　　上

公益社団法人東京都不動産鑑定士協会

資金調達及び設備投資の見込について

自　２０２１年　４月　１日

　　至　２０２２年　３月３１日　　


